
国家戦略特区 WGによる規制改革の提案の具体化のための助言 

申込表 

地方公共団体名：北九州市 担当者氏  名：  

連 絡 先： 

① 今回の提案に当たって、特に重視したポイント、前回（４月）から追加、変更

ポイントなどを、以下に記載してください。

前回（４月）に提出した「北九州市・東田 Super City for SDGs構想」の基本方

針である「グリーン成長都市」、「ダイバーシティの実現」の観点から、今回、「都

市公園における太陽光発電施設に関する占用許可基準の規制改革」及び「高い日

本語能力を有する留学生の就職に関する在留資格の規制改革」の２件を追加提

案した。 

② 特区 WG の場において、特に、有識者から助言等を依頼したい項目（３～５項

目程度）を、以下に記載してください。

③ 有識者の助言等に当たって、特に依頼したい事項を、以下に記載してください。

（自由記載）

提案名 分野 

都市公園における太陽光発電施設に関する占用許可基準の規

制改革 

環境・エネルギ

ー 

高い日本語能力を有する留学生の就職に関する在留資格の規

制改革 

観光・商業 

（ダイバーシ

ティ）

＜送付先・お問い合わせ先＞ 

・内閣府 地方創生推進事務局

・電 話：03-5510-2463 ・メールアドレス：g.super-city.i9e@cao.go.jp 



都市公園における太陽光発電施設に関する占用許可基準の規制改革【補足説明】
規制改革
提案

2050年までに脱炭素（ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ）社会を⽬指す「ゼロ・カーボンシティ」を表明 (R2.10)

「市役所の率先実⾏」として、2025年までに全公共施設を再⽣可能エネルギー100%化

〇太陽光発電、蓄電池を「所有ではなく利⽤」
による第三者所有方式で導入

〇初期コスト不要の安定・安価な電⼒供給
システムを構築し、「再エネ 100％北九州
モデル」による再エネの普及及び地産地消
を図る。

※政令市第１位の⾵⼒発電導入量︓31,452kW、第３位の太陽光発電導入量︓282,484kW（R2.9時点）

都市公園における第三者所有方式
（公園占用許可）での

次世代型太陽光発電設備の
⽴地可能性を実証

スーパーシティ申請地区
「東田大通り公園」を
先端技術実証パークとし
て利活用
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都市公園・東田大通り公園を「先端技術実証パーク」として様々な企業へフィールド提供︕

規
制
改
革

都市公園に太陽電池発電施設を設置する場合の占⽤許可基準は、「太陽電池発電施設については、
既設の建築物に設置し、かつ、当該建築物の建築面積を増加させないこと」とされている。

（都市公園法施⾏規則第7条の2第3号）

次世代の新技術を活⽤し、都市公園の機能を損なうおそれがない太陽電池発電施設を設置する
場合は、既設の建築物以外の場所に設置する占⽤許可を可能とする。

現状

提案

水平設置（下部空間有効活用可能） 垂直設置

・約1.5倍の発電量
・垂直設置も可能
・軽量・⾼耐久
・太陽電池ｾﾙを保護・固定
する⾼価な封⽌材が不要

・風雪に強く、光を透過

都市公園における太陽光発電施設に関する占用許可基準の規制改革規制改革
提案

自動運転・xＲが創る
「どこでもテーマパーク」実証

東田大通り公園
(2.3ha)マンション

いのちのたび博物館

次世代新技術・円筒型太陽光発電の実証
（ ㈱フジコー、ＣＫＤ㈱、ウシオ電機㈱、国⽴⼤学法⼈ 電気通信⼤学 ）

社員寮

社員寮
円筒型太陽光モジュール

「屋外での自動運転技術」と「xR技術」を融合した
先進デジタルアトラクション（予定）

スマートポール実証

実
証
内
容

（
想
定
）

円
筒
型
の
特
長

(

平
板
型
比
較)

公園機能を損なわない「垂直設置」又は「水平設置に
よる下部空間有効活用」により、
① 都市公園における太陽光発電所⽴地可能性の実証
② 円筒型太陽光を組み込んだ公園利用者の利便性向上
を図るスマートポールの実証

防
犯
・
防
災
・
見
守
り

円
筒
型
太
陽
光
＋

セ
ン
サ
ー
デ
バ
イ
ス

令和3年度
観光庁採択事業

イオンモール八幡東

2



○都市公園法 

（都市公園の占用の許可） 

第六条 都市公園に公園施設以外の工作物その他の物件又は施設を設けて都市公園を占

用しようとするときは、公園管理者の許可を受けなければならない。 

第七条 公園管理者は、前条第一項又は第三項の許可の申請に係る工作物その他の物件

又は施設が次の各号に掲げるものに該当し、都市公園の占用が公衆のその利用に著し

い支障を及ぼさず、かつ、必要やむを得ないと認められるものであつて、政令で定める

技術的基準に適合する場合に限り、前条第一項又は第三項の許可を与えることができ

る。 

七 前各号に掲げるもののほか、政令で定める工作物その他の物件又は施設 

 

○都市公園法施行令 

（占用物件） 

第十二条 法第五条の二第二項第六号の政令で定める物件又は施設は、次に掲げるもの

とする。 

２ 法第七条第一項第七号の政令で定める工作物その他の物件又は施設は、次に掲げる

ものとする。 

一の三 環境への負荷の低減に資する発電施設で国土交通省令で定めるもの 

（占用に関する制限） 

第十六条 都市公園の占用については、次に掲げるところによらなければならない。 

六の三 第十二条第二項第一号の二に掲げる災害応急対策に必要な施設及び同項第一

号の三に掲げる発電施設は、国土交通省令で定める基準に適合すること。 

 

○都市公園法施行規則 

（環境への負荷の低減に資する発電施設） 

第五条の三 令第十二条第二項第一号の三の国土交通省令で定める環境への負荷の低減

に資する発電施設は、次に掲げるものとする。 

一 太陽電池発電施設 

（災害応急対策に必要な施設及び発電施設に関する基準） 

第七条の二 令第十六条第六号の三の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるとおり

とする。 

三 第五条の三第一号に掲げる太陽電池発電施設については、既設の建築物に設置し、

かつ、当該建築物の建築面積を増加させないこと。 

 

○建築基準法   ※都市公園法施行規則第七条の二第三号に規定する「建築物」の定義 

（用語の定義） 

第二条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一 建築物 土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの（これ

に類する構造のものを含む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は

地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これらに類す

る施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨こ線橋、プラット

ホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）をいい、建築設備を含むも

のとする。 
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⾼い⽇本語能⼒を有する留学⽣の就職に関する在留資格の規制改革規制改革
提案

規
制
改
革
○⽇本での就職を⽬指して来⽇する優秀な外国⼈留学⽣の増加︕
○⽇本語能⼒の⾼い優秀な外国⼈材の幅広い分野での活躍を促進し、市内就職率向上と
本市のダイバーシティ推進を図る︕

｢①⽇本(市内)の短期⼤学を卒業した留学⽣｣､｢②海外⼤学･⼤学院を卒業後に来⽇し、⽇本(市内)の
⽇本語学校を卒業した留学⽣｣についても、⾼い⽇本語能⼒（N1等）を有している場合、在留資格
「特定活動46号」を取得し、⽇本語を⽤いた円滑な意思疎通など幅広い業務への従事を可能とする。
（出入国管理及び難⺠認定法第7条第1項第2号の規定に基づき同法別表第1の5の表の下欄に掲げる活動を定める件（法務省告⽰）46号・別表第11）

○飲⾷店に採⽤され、店舗管理業務や通訳を兼ねた
接客業務を⾏うもの（対⽇本⼈接客可）

○小売店において、仕入れ、商品企画、通訳を兼ねた
接客販売業務を⾏うもの（対⽇本⼈接客可） など

「特定活動46号」についての具体的な活動例
【留学⽣の就職⽀援に係る「特定活動」(本邦⼤学卒業者)についてのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
（出入国在留管理庁 令和2年2⽉改定）】より抜粋

○⾼い⽇本語能⼒(N1等※)のある留学⽣が、⽇本企業就職にあたり、⽇本語を⽤いた円滑な意思疎通など幅広い業務
に従事可能な在留資格「特定活動46号」を取得できる要件は｢⽇本の⼤学･⼤学院を卒業の場合｣に限定されている。

〇｢⽇本の短期⼤学を卒業｣⼜は｢海外⼤学･⼤学院を卒業後、⽇本の⽇本語学校を卒業｣した留学⽣は、⾼い⽇本語能⼒
(N1等)があっても、同在留資格の取得は認められてない。
※ ⽇本語能⼒試験N1⼜はBJTビジネス⽇本語能⼒テストで480点以上

現

状
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○出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に基づき同法別表第一の五の表の

下欄に掲げる活動を定める件（平成二年五月二十四日法務省告示第百三十一号）   

      最近改正 令和三年七月三十日法務省告示第百五十七号 

 

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号。以下「法」という。）第

七条第一項第二号の規定に基づき、同法別表第一の五の表の下欄に掲げる活動であらか

じめ定めるものを次のとおり定める。 

 

四十六 別表第十一に掲げる要件のいずれにも該当する者が、法務大臣が指定する本邦

の公私の機関との契約に基づいて、当該機関の常勤の職員として行う当該機関の業務

に従事する活動（日本語を用いた円滑な意思疎通を要する業務に従事するものを含み、

風俗営業活動及び法律上資格を有する者が行うこととされている業務に従事するもの

を除く。） 

 

別表第十一 

一 本邦の大学（短期大学を除く。以下同じ。）を卒業し又は大学院の課程を修了して

学位を授与されたこと。 

二 日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受けること。 

三 日常的な場面で使われる日本語に加え、論理的にやや複雑な日本語を含む幅広い

場面で使われる日本語を理解することができる能力を有していることを試験その他

の方法により証明されていること。 

四 本邦の大学又は大学院において修得した広い知識及び応用的能力等を活用するも

のと認められること。 

 

＜参考＞ 

○出入国管理及び難民認定法 

別表第一 

五  

在留資格 本邦において行うことができる活動 

特定活動 法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動 
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	①【様式】国家戦略得WGによる規制改革の提案の具体化のための助言申込表（北九州市）
	※資料追加修正【北九州市提出資料】国家戦略特区WGヒア（追加の規制改革提案）



